
 
 

 

 

「労働災害のない職場づくりに向けた緊急要請について」 

～死傷者数の急増を受け、労働災害防止団体等に労働災害防止活動の徹底を要請～ 

 

 

 新潟労働局は、本年５月末現在の死傷災害者数が 1,125 人(速報値)となっており、前年

同期比 390 人(53.1%)の増加となっています。この増加率は、全国ワースト２位であり、

非常に憂慮すべき状況となっていることから、関係団体の皆様に労働災害のない職場づく

りに向けた緊急要請を行いました。 

 

 

 

[別添資料] 

・労働災害防止団体等名簿 

・緊急要請文 

・令和３年業種別・署別労働災害発生状況(休業４日以上)新潟労働局(令和３年５月末) 

・新潟ゼロ災宣言運動 2021 

・職場における新型コロナウイルス感染症対策実施のため～取組の５つのポイント～を確 

認しましょう! 

・STOP!転倒災害プロジェクト 

・～働く高齢者の特性に配慮したエイジフレンドリーな職場づくりを進めましょう～ 

・STOP!熱中症クールワークキャンペーン－熱中症予防対策の徹底を図ろう－ 

・第 94 回全国安全週間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 

新労発基 0621 第 2 号 
令 和 ３ 年 ６ 月 21 日 

 
別記 各労働災害防止団体等の長 殿 
 

新 潟 労 働 局 長 
 

労働災害のない職場づくりに向けた緊急要請について 

 

平素から労働行政の推進について、格段の御理解、御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、新潟県内における労働災害防止については、平成 30 年度を初年度とし、来年度を

目標年度とした「第 13 次労働災害防止推進計画」に基づき、災害の減少に向け各種の取組

を進めているところですが、本年５月末現在の死傷災害(死亡及び休業 4 日以上の労働災

害)者数は 1,125 人(速報値)となっており、前年同期比 390 人(+53.1%)の増加となっていま

す。この増加率は、全国ワースト 2 位であり、非常に憂慮すべき状況となっていることか

ら、関係団体の皆様に労働災害のない職場づくりに向けた緊急要請をさせていただくこと

といたしました。 

本年の発生状況をみますと、死亡災害(６人)は墜落・転落、はさまれ・巻き込まれ、交

通事故と多様ですが、うち半数は掃除等の臨時や非定常の作業時での発生となっています。 

また、休業災害では、新型コロナウイルスの感染によるもののほか、転倒によるものが最

も多く、被災者の高齢化率も上がっています。さらに、新潟地方気象台の今後の３か月予

報から、熱中症による災害の発生も懸念されるところです。 

つきましては、今月は７月１日から始まる全国安全週間の準備期間であり、貴団体及び

所属の傘下会員事業場におかれては、それぞれお取組をいただいていると思いますが、本

年の新潟県内の労働災害発生状況を踏まえ、下記に示す取組の徹底を図ることにより、一

層の労働災害防止に努めていただきますよう、よろしくお願いします。 

 

記 

 

１ 安全作業マニュアルの遵守状況、掃除等の非定常作業や臨時の作業を行う場合の安全

確保の状況を確認するなど、職場内の安全衛生活動の総点検を実施すること。 

２ 安全管理者、安全衛生推進者、安全推進者等に、その職務を確実に遂行させ、事業場の

安全衛生管理体制を充実すること。 

３ 雇入れ時教育等を徹底するなど、効果的な安全衛生教育を実施すること。 



 
 
４ 本年の労働災害発生動向等を踏まえ、以下の労働災害防止対策を重点的に取組むこと。 

(1) 職場における新型コロナウイルス等感染症予防対策 
(2) 作業通路における段差や凹凸、突起物、継ぎ目の解消等の転倒災害防止対策 
(3) 「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン(エイジフレンドリーガイ
ドライン)」に基づく措置の実施による高年齢労働者に対する労働災害防止対策 

(4) 災害事例、交通安全情報マップ等を活用した交通安全意識の啓発等の交通労働災害
防止対策 

(5) WBGT 値(暑さ指数)の把握とその結果に基づく適正な作業環境管理等の熱中症予防対
策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
団体名 

 

団 体 名 所 在 地 

（一社）新潟県労働基準協会連合会 
〒950-0965                               

新潟市中央区新光町５番地１ 千歳ビル 2Ｆ 

建設業労働災害防止協会新潟県支部 

〒950-0965                           

新潟市中央区新光町 7-5                 

新潟県建設会館 2Ｆ 

陸上貨物運送事業労働災害防止協会       

新潟県支部 

〒950-0965                             

新潟市中央区新光町 6-4                   

県トラック会館 4Ｆ 

林業・木材製造業労働災害防止協会      

新潟県支部 

〒950-0072                            

新潟市中央区竜が島 1-7-13               

新潟木材会館内 2Ｆ 

港湾貨物運送事業労働災害防止協会       

新潟県支部 

〒950-0072                            

新潟市中央区竜が島 1-7-13               

新潟木材会館内 2Ｆ 

（一社）日本ボイラ協会 新潟支部 

〒951-8067                             

新潟市中央区本町通７番町１１５３番地   

新潟本町通ビル 8Ｆ 

（一社）日本クレーン協会 新潟支部 
〒950-0806                             

新潟市東区海老ケ瀬 45-1 

（公社）建設荷役車両安全技術協会       

新潟県支部 

〒950-0961                                

新潟市中央区東出来島 11-16                                  

新潟県自動車会館内 

（一社）燕西蒲労災防止協会 
〒959-1200                                  

燕市東太田字杉名田 6857                          

 

 

 

 

 

 

 



 
 

令和３年業種別・署別労働災害発生状況（休業 4日以上） 
新 潟 労 働 局（令和３年５月末） 

 

 
 

署別
新潟 長岡 上越 三条 新発田 新津 小出 十日町 佐渡 合計 前年同期

対前年同

期増減数

増減率

（％）

49 48 19 71 61 14 19 7 288 204 +84 +41.2

16 14 3 1 30 3 11 3 81 58 +23 +39.7

2 1 1 4 3 +1 +33.3

1 2 2 1 6 1 +5 +500.0

1 1 2 4 8 7 +1 +14.3

1 2 1 4 5 -1 -20.0

2 3 2 1 8 3 +5 +166.7

2 4 1 7 3 +4 +133.3

3 2 2 3 1 2 13 10 +3 +30.0

5 3 2 2 5 1 3 21 9 +12 +133.3

1 5 5 11 6 +5 +83.3

1 3 1 5 3 +2 +66.7

7 1 1 37 6 3 55 45 +10 +22.2

4 7 6 1 1 1 20 17 +3 +17.6

1 5 2 1 3 2 1 1 16 4 +12 +300.0

1 2 1 4 1 9 6 +3 +50.0

1 1 1 3 +3 #DIV/0!

4 4 4 1 2 1 1 17 24 -7 -29.2

1 1 1 3 1 +2 +200.0

1 1 1 3 1 +2 +200.0

39 23 22 15 24 8 4 17 2 154 104 +50 +48.1

7 6 10 6 6 6 5 46 22 +24 +109.1

24 14 7 5 16 2 3 5 1 77 65 +12 +18.5

8 5 1 3 8 1 3 2 31 24 +7 +29.2

8 3 5 4 2 1 7 1 31 17 +14 +82.4

42 23 11 9 12 8 9 1 2 117 88 +29 +33.0

38 23 8 8 10 7 1 2 97 77 +20 +26.0

2 2 4 3 +1 +33.3

1 2 3 2 +1 +50.0

2 3 1 1 2 2 1 12 8 +4 +50.0

2 1 1 1 5 4 +1 +25.0

1 11 3 15 11 +4 +36.4

1 3 4 1 +3 +300.0

168 75 55 46 68 26 59 27 8 532 316 +216 +68.4

62 22 16 16 18 10 9 6 3 162 77 +85 +110.4

34 11 10 12 18 3 8 15 2 113 56 +57 +101.8

12 3 4 1 1 3 2 2 28 20 +8 +40.0

総　　　　　　　　　計 302 174 109 142 181 58 92 52 15 1,125 735 +390 +53.1

前　　年　　同　　期 189 106 95 117 91 34 72 20 11 735

対前年同期増減数

増　　減　　率 (％) +160.0 +36.4 +53.1

+4 +390+32

+59.8 +64.2 +14.7 +21.4 +98.9 +70.6 +27.8

+90 +24 +20

社 会 福 祉 施 設

飲 食 店

+113 +68 +14 +25

農 林 業

う ち 林 業

畜 産 ･ 水 産 業

う ち 漁 業

そ の 他 の 事 業

小 売 業

う ち 木 建工 事業

そ の 他 の 建 設 業

運 輸 交 通 業

うち道路貨物運送業

貨 物 取 扱 業

う ち 港 湾 運 送 業

そ の 他 の 製 造

鉱 業

う ち 土 石 採 取 業

建 設 業

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

非 鉄 金 属

金 属 製 品

一 般 機 械 器 具

電 気 機 械 器 具

輸 送 用 機 械 等

電 気 ･ ガ ス ・ 水 道

家 具 ・ 装 備 品

ﾊﾟ ﾙﾌ ﾟ･紙･紙加工品

印 刷 ･ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 ･ 土 石 製 品

鉄 鋼 業

業種別

製 造 業

食 料 品

繊 維 工 業

衣 服 ･ 繊 維 製 品

木 材 ･ 木 製 品


























